
豊の国ハイパーネットワーク光ファイバケーブル民間利用要綱 

                                                        

（目的） 

第１条 この要綱は、県内地域間の情報格差の是正及び地域振興を図ることを目的とし、

大分県（以下「県」という。）が保有する豊の国ハイパーネットワークの光ファイバケ

ーブルを民間の利用に供することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、以下の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定 

めるところによる。 

（１）豊の国ハイパーネットワーク 

 大分県庁、各総合庁舎並びに県内市役所及び町村役場を結ぶ情報通信ネットワーク

の幹線として機能する基幹ネットワーク部分をいう。 

（２）ＮＯＣ（ Network Operation Center ） 

 豊の国ハイパーネットワークの拠点施設をいう。 

（３）ＡＰ（Access Point） 

 県内各地区に県が設置した豊の国ハイパーネットワークの中継施設をいう。 

  

（利用対象物） 

第３条 この要綱による民間利用の対象物は、豊の国ハイパーネットワークを構成する未

利用芯線で、かつ、県が総務大臣の承認を受けたもの（以下「光ファイバケーブル」と

いう。）とする。 

２ 光ファイバケーブルは、芯線単位で利用するものとする。 

３ 利用対象区間及び接続ポイントは、別表１に定めるとおりとする。 

 

（利用申請） 

第４条 光ファイバケーブルを利用しようとするときは、利用希望者は、利用承認申請書

（第１号様式）を県に提出しなければならない。 

２ 県は、前項の利用承認申請書の提出を受けたときは、利用目的、内容、効果及び利用

者の範囲などについて総合的に審査を行い、利用の可否を決定するものとする。 

３ 前項の場合において、利用希望者が県が保有する光ファイバケーブルと併せて市町村

が保有する光ファイバケーブルの利用を希望する場合には、県は、当該市町村と協議す

るものとする。 

４ 県は、申請内容を適当であると認めた場合には、当該申請に係る光ファイバケーブル

の利用について、総務大臣に届出を行ったうえ、利用希望者に利用承認書（第２号様式）

により利用の承認を通知するものとする。 

 

（貸付手続） 

第５条 前条第４項の利用承認の通知を受けた利用希望者は、当該承認に係る光ファイバ

ケーブルの県保有部分の借受けについて、大分県会計規則（昭和 49 年大分県規則第 10
号）第１５４条に規定する手続を行わなければならない。 

 

（貸付期間） 

第６条 本物件の貸付期間は、前条の手続に基づく貸付決定日から１０年以内とする。 

２ １０年を超えて借受けを希望する場合は、利用希望者は前項の貸付期間が満了する６

か月前までに改めて第４条第１項の利用承認申請書の提出及び前条の手続を行わなけ



ればならない。 

 

 （経費等の負担） 

第７条 第５条及び第６条の手続を経て光ファイバケーブルを借り受けることとなった

者（以下「借受者」という。）は、別表２に示す貸付料を納めなければならない。 

２ 借受者が光ファイバケーブルを利用するために必要なネットワーク機器等の設置及

び運用に要する経費（工事費、電気料、施設使用料等）は、借受者が負担するものとす

る。 

３ 前項の機器等を設置するために必要な手続は、借受者が行うものとする。 

 

（借受者の責務） 

第８条 借受者は、光ファイバケーブルの利用に当たっては、この要綱の趣旨を踏まえ、

第１条に定める利用目的の実現に積極的に取り組まなければならない。 

２ 借受者は、光ファイバケーブルの利用に当たっては、関係法令の規定を遵守するとと

もに、公序良俗に違反しないようにしなければならない。 

３ 借受者は、光ファイバケーブルの利用に当たって、県が保有する豊の国ハイパーネッ

トワークの施設に損害を与えた場合、その損害を県に賠償しなければならない。 

４ 借受者は、光ファイバケーブルの利用に当たっての工事及び機器の設定作業を行う際

は、県の指示に従わなければならない。 

５ 借受者は、県の求めがあれば、自ら管理するネットワークを構成するハードウエア及

びソフトウエアに関する情報を、県に報告しなければならない。 

 

（責任分界点） 

第９条 貸付対象の光ファイバケーブルと借受者が接続するネットワークとの保守責任

分界点は、ＮＯＣ及びＡＰで接続する場合は利用対象の光ファイバケーブルのコネクタ

とし、クロージャーで接続する場合は双方のケーブルの融着点とする。 

 

（権利譲渡等の禁止） 

第１０条 借受者は、光ファイバケーブルを借受ける権利の一部又は全部を第三者に対し

譲渡、貸与（名義貸しを含む。）、担保提供等をしてはならない。 

 

（利用制限） 

第１１条 県は、次の各号のいずれかに該当する場合には、光ファイバケーブルの利用を

制限することができるものとする。 

（１）豊の国ハイパーネットワークの保守・点検、工事等を行う場合 

（２）災害、事故、その他不測の事態が発生した場合、又は発生するおそれがあると判断

される場合 

２ 県は、前項の規定により光ファイバケーブルの利用を制限する場合には、あらかじめ

その旨を借受者に通知するものとする。但し、緊急の場合はこの限りでない。 

 

（利用承認の取消し） 

第１２条 県は、この要綱に違反する行為を認知した場合は、借受者に対し違反行為の中

止を求めることができる。 

２ 前項の措置の後、３０日を経過しても違反行為が改善されない場合には、県は利用承

認を取り消すことができる。 

 



（現状復旧義務） 

第１３条 借受者は、第６条の規定による貸付期間の終了後、借受者の都合により借受け

を終了したとき及び前条の規定により利用承認が取り消された場合には、その借受けに

係る光ファイバケーブルを県が指定した期日までに借受け前の状態に復旧しなければ

ならない。 

（免責規定） 

第１４条 県は、第１１条及び第１２条の規定による光ファイバケーブルの利用制限及び

利用承認の取消しに伴い借受者に生じた損害について、一切の責任を負わない。 

２ 光ファイバケーブルの利用に起因して、借受者が第三者との間で紛争を生じた場合

は、当該借受者の責任と費用においてこれを解決するものとし、県は一切の責任を負わ

ないものとする。 

３ 県は、災害、事故、その他の原因により借受者が設置する機器等に損害が生じた場合

は、一切の責任を負わないものとする。 

 

（協議） 

第１５条 光ファイバケーブルの利用に当たり、この要綱に定めのない事項について疑義

が生じた場合には、県と借受者双方が誠意を持って協議し解決を図るものとする。 

 

  附 則 

 この要綱は平成１６年６月２５日から施行する。 

 

   附 則 

  改正後要綱は平成１８年７月５日から施行する。 

 

   附 則 

  改正後要綱は平成２７年６月２５日から施行する。 

 

   附 則 

  改正後要綱は令和３年４月１日から施行する。 

 

 



（別表１）

１ 利用対象区間

No. 距　　離（ｋｍ）

1 中央NOC ～ 筒井交差点              ２２．８２０

2 中央NOC ～ 佐伯ＡＰ              ６６．０４６

3 中央NOC ～ 竹田ＡＰ              ６４．６４０

4 中央NOC ～ 三重ＡＰ              ４５．３６４

5 中央NOC ～ 日出ＡＰ              ２８．８９４

6 中央NOC ～ 国東ＡＰ              ６８．９８１

7 中央NOC ～ 高田ＡＰ              ６４．０５４

8 中央NOC ～ 宇佐ＡＰ              ６７．４３３

9 中央NOC ～ 中津ＡＰ              ８４．７５９

10 中央NOC ～ 日田ＡＰ              １１２．２５

11 中央NOC ～ 玖珠ＡＰ              ７９．１７２

12 中央NOC ～ 別府ＡＰ              １８．９５４

13 日出ＡＰ ～ 国東ＡＰ              ４０．０８７

14 日出ＡＰ ～ 高田ＡＰ              ３５．１６０

15 日出ＡＰ ～ 宇佐ＡＰ              ３８．５３９

16 日出ＡＰ ～ 中津ＡＰ              ５５．８６５

17 別府ＡＰ ～ 玖珠ＡＰ              ６０．２１８

18 別府ＡＰ ～ 日田ＡＰ              ９３．２９９

19 玖珠ＡＰ ～ 日田ＡＰ              ３３．０８１

強靱化ルート利用の場合

20 中央NOC ～ 筒井交差点              １９．５８４

21 中央NOC ～ 佐伯ＡＰ              ６２．８１０

22 中央NOC ～ 竹田ＡＰ              ６１．４０４

23 中央NOC ～ 三重ＡＰ              ４２．１２８

24 中央NOC ～ 玖珠ＡＰ              ７０．９１２

25 中央NOC ～ 日田ＡＰ            １０３．９９３

２ 接続ポイント

原則、利用対象区間の起点、終点を接続ポイントとする。
ただし、佐伯ＡＰについては佐伯警察署前クロージャを、
日出ＡＰについては堀交差点クロージャを接続ポイントとする。

竹田ＡＰ

利 用 対 象 区 間

接続ポイント
中央NOC
筒井交差点クロージャ
佐伯警察署前クロージャ

日田ＡＰ
玖珠ＡＰ
別府ＡＰ

所在市町村
大分市
大分市
佐伯市
竹田市
豊後大野市
速見郡日出町

三重ＡＰ
堀交差点クロージャ
国東ＡＰ
高田ＡＰ
宇佐ＡＰ
中津ＡＰ

別府市

国東市
豊後高田市
宇佐市
中津市
日田市
玖珠郡玖珠町



（別表２） 

 

 

 

１ 光ファイバケーブル（未利用芯線）貸付料 

 

 

単位 

 

 １芯、１０ｍにつき１年 

 

       １０円 

   

※貸付料の算定基準は、年額＝貸付延長×芯数×貸付料とする。 

 

 

 

２ 貸付料に係る留意事項 

 

（１）借受者は、県が納付期限等を定めて発行する納入告知書により、当該年度の貸付料

を納入しなければならない。 

 

（２）期間の計算等 

１ 貸付期間が１年に満たないときは月割計算とし、１月未満の日数があるときは、そ

の日数は１月とする。（１０円未満の端数が生じた場合は切り捨てる。） 

２ 貸付延長の総和に１０ｍ未満の端数が生じる場合は、１０ｍとして計算する。 

 

（３）原則として納付した貸付料は返還しない。ただし、借受者の責めに帰すことができ

ない事由により、貸付許可を取り消されたときは、この限りでない。 

 

（４）経済変動等に伴い、金利、物価、労働賃金等に大幅な増減が生じた場合は、貸付料 
について見直しを行う。 



（第 1号様式） 

 

豊の国ハイパーネットワーク光ファイバケーブル利用承認申請書 

 

    年  月  日 

 

 大分県知事     殿 

 

                                              申請者名 

                                            （代表者名）                

                                               所 在 地 

 

   豊の国ハイパーネットワーク光ファイバケーブル民間利用要綱第４条第１項の規定により、 

以下のとおり申請します。 

 

１ 利用計画  

 

 

 

利 用 目 的 

（業務内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利 用 区 間 

 

 

 

起・終点（ＮＯＣ、ＡＰ等）の名称 機器の設置の有無 

                ～    （ 有 ・ 無 ） 

                ～    （ 有 ・ 無 ） 

                ～    （ 有 ・ 無 ） 

                ～   （ 有 ・ 無 ） 

                ～    （ 有 ・ 無 ） 

                ～    （ 有 ・ 無 ） 

 

利用希望期間 

 

 

 

 

 

 

地域振興及び 

県民生活への 

効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 設置機器及び接続回線 

（１）設置機器 

設置箇所 分  類 設置機器名称（型式、規格等） 

   

   

   

   

    留意事項 

   ア 「分類」欄には、「ルータ」等機器の一般名称を記入すること。同一分類の機器 

を複数設置する場合には、「ルータ１」、「ルータ２」のように記入すること。 

  イ 機器の概要がわかる資料（カタログ等）を添付すること。 

  ウ 機器設置がない場合は、記入不要 

（２）接続回線 

No 接続箇所 回線事業者 種別 速度（Ｍｂｐｓ） 回線数 

      

      

      

      

  添付資料：構築システム、接続構成及び設置場所にかかる図面 

 

３ 利用団体等の概要 

 

 

 

※ 業 務 内 容      等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※企業カタログ等の添付に代えても差し支えない。 

 

４ 責任者等 

区  分 責  任  者 担  当  者 

 職・氏  名 
 

 

 

 

 住   所 
 

 

 

 

 電   話 
 

 

 

 

 電子メール 
 

 

 

 

 Ｆ Ａ Ｘ 
 

 

 

 

 緊急連絡先  
 

 

  （様式に収まらない項目については、適宜別紙にとりまとめ添付のこと。） 



（第 2号様式） 

豊の国ハイパーネットワーク光ファイバケーブル利用承認書 

 

 年  月  日  

 

 申請者（代表者）   殿 

 

                            大分県知事     印 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった豊の国ハイパーネットワーク光ファイバケーブル利用承認

申請書について、審査した結果、適正と認められましたので、下記のとおり承認します。 

 

 

記 

 

１ 利用承認内容 

 （１）利用目的 

       

      

 

 （２）利用区間 

        

     

 

２ 利用承認期間 

       

 

３ そ  の  他 

 


